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 本稿では，南海トラフ巨大地震において巨大津波の来襲が懸念されている和歌山県串本町の街地・平地

を対象地域として選定し，強震動の作用が津波避難に及ぼす影響について基礎的な検討を行った．その際，

強震動シミュレーションの実施に先立ち，対象とした津波来襲地域(1.06km2)において525地点に及ぶ常時

微動計測を行い，得られたH/Vスペクトルに基づきサイト増幅特性を評価することで，南海トラフ巨大地

震による対象地域での強震動の高密度予測を行った．その結果，サイト増幅特性の差異に主に起因して，

対象地域内において予測される地震動の特性に有意な差異が見受けられること，強震動の作用が津波避難

に及ぼす影響が比較的大きいことなどが明らかとなった． 

 

     Key Words : microtremor H/V spectrum, site amplification factor, strong motion, tsunami evacuation, 
instantaneous instrumental seismic intensity, sandbank ground 

 
 
1.  はじめに 

 

 2011年東北地方太平洋沖地震(MW9.0)の発生を受け，

南海トラフにおいても，MW9.0程度の巨大地震(以後，南

海トラフ巨大地震と呼ぶ)を想定した強震動の予測が概

ね1kmメッシュ毎に行われている1)．和歌山県串本町は，

以下に示す4つの理由により，南海トラフ巨大地震時に

非常に大きな強震動の作用が予想される．第一に，図-1

に示すように，想定震源域の近傍に位置1)していること

(震源特性の影響)，第二に，街地・平地(津波来襲地

域：図-2参照)の大部分が砂洲地盤で構成2-4)されている

こと(サイト特性の影響)，第三に，歴史地震(1946年南

海地震)において強震動による被害が串本では比較的大

きかったことが報告5)されていること，第四に，想定南

海地震(MJ8.4)の推定地震動による建物の深刻な被害が

予想6)されていること，などがその理由である． 

 一方で，和歌山県串本町の街地・平地では，南海トラ

フ巨大地震の発生後数分で巨大津波の来襲が予想7)され

ており，上述した強震動の作用による構造物の破壊・損

傷などが住民等の津波避難8)に影響を及ぼすことも考え

られる．この点に関して秦ほか9),10)は，2011年東北地方

太平洋沖地震の強震動の作用によって，南三陸町志津川

や宮古市田老の街地にある構造物が，巨大津波来襲前の

強震動の作用によって何らかの損傷を被っていた可能性

を示唆している．しかしながら，串本町における地域防

災計画11)や津波防災対策基本計画12)では，構造物の被災

や地震動の継続時間などが津波避難に及ぼす影響につい

て，詳細な検討が十分に行われているとは言い難いのが

現状である．したがって，我が国の太平洋沿岸部の津波

来襲域における強震動の詳細な評価13-15)は非常に重要で 
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図-1 南海トラフ巨大地震の震源域1)と串本町                       図-2 串本町内における津波来襲予想地域7) 
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図-3 串本町における土地利用現況図24)                             図-4 串本町における土地利用図25) 
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図-5 串本町における地形分類図24)                      図-6 津波来襲地域における高密度常時微動計測16),17) 

 
ある． 

そこで本稿では，南海トラフ巨大地震による和歌山県

串本町の津波来襲地域において強震動の高密度予測を行

った．具体的には，まず，串本町の津波来襲地域におい

て高密度の常時微動計測16),17)を実施し，得られた常時微

動H/Vスペクトルに基づいてサイト増幅特性を評価18)し

た．次に，評価したサイト増幅特性と，南海トラフ巨大

地震によるSMGAモデル1)を用いて，強震動シミュレー

ション19-21)を行い，串本町の津波来襲地域に作用する強

震動を微動計測点ごとに高密度予測した．最後に，予測 
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写真-1 常時微動計測の実施状況の一例16),17)                   写真-2 常時微動計測に用いた6台の計測機器16),17) 

 

地震動に基づく瞬間計測震度22),23)などの地震動指標値を

算定することによって，強震動の作用が津波避難に及ぼ

す影響について考察した． 

 
 
2.  高密度常時微動計測 

 

(1)  検討対象地域の設定 

和歌山県串本町の図-6に示す地域を常時微動を実施す

る地域に設定した．設定にあたっては，次の条件を課し

た． 

1) 南海トラフ巨大地震において津波の来襲が予想され

ている地域(和歌山県地震・津波被害想定検討委員

会7)による「巨大津波来襲予想地域」：図-2参照) 

2) 国土交通省国土政策局国土情報課による土地利用現

況図24)において「小都市(住宅・商業地等)」に分類

されている地域(図-3参照) 

3) 国土地理院土地利用図25)において「埋立地・砂(礫)

洲・砂(礫)堆」に分類されている地域(図-4参照) 

4) 国土交通省国土政策局国土情報課による地形分類図
24)において「人工改変地・砂洲」に分類されている

地域(図-5参照) 

この地域の計525地点(検討対象地域に唯一設置されて

いる既存強震観測点であるK-NET串本26)を含む：図-6参

照)において常時微動計測を実施した．検討対象地域の

面積は，約1.06km2となり，概ね45m四方に1つの微動計

測点を設けたことになる．この微動計測点の設置密度は，

既往研究(他サイト(串本町以外)を対象にした高密度常

時微動計測27))よりも十分に高密度であることを付記し

ておく． 

 

(2)  常時微動計測の実施 

 写真-1に検討対象地域での常時微動計測状況の一例を

示す．計測期間は，2014年3月6～8日，2014年5月7～11日，

2014年6月7～8日の3期間である．計測は主に昼間に実施

し，写真-2に示すように同型の6台の微動計(6台ともに

白山工業(株)製の一体型微動探査兼地震計機器28))を採

用した．計測機器の諸元については，文献28)を参照さ

れたい．計測方向は水平2成分と鉛直成分の計3成分であ

り，後述する常時微動H/Vスペクトルの計算では，水平

2成分の平均をとった．計測時間は，1計測点あたり約1

時間の単点計測とした． 

 

(3)  H/Vスペクトルの計算 

図-7は，K-NET串本(既存強震観測点)に対する検討対

象地域内での常時微動H/Vスペクトルの比較を示す．常

時微動H/Vスペクトルの計算処理方法としては，まず，

微動の加速度時刻歴に対して0.1Hzのハイ・パスフィル

ターを施し，163.84秒の区間(雑振動(望ましくないノイ

ズ等)が小さい163.84秒間)を10区間抽出し，フーリエス

ペクトルの計算を行い，バンド幅0.05HzのParzen Window

で平滑化したのちに，H/Vスペクトルを算出し，10区間

の平均をとった．評価振動数の範囲としては，使用した

微動計測器の性能28)などを考慮して0.2～10Hzとした．こ

こに，全525地点における詳細な位置情報および常時微

動H/Vスペクトルの一覧については，文献16)の付録図を

参照されたい． 

 

(4)  常時微動H/Vスペクトルの分析・評価 

 図-7に示すとおり，同じ検討対象地域内においても常

時微動H/Vスペクトルに有意なバラツキが確認でき，検

討対象地域内における地盤震動特性が一様であるとは言

い難い．すなわち，秦ほか20)により既に設定されている

南海トラフ巨大地震によるK-NET串本サイト相当の強震

動を，検討対象地域内における強震動として代表させる

ことができないことが示唆される． 
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 図-8は，検討対象地域内における常時微動H/Vスペク

トル(図-7参照)のピーク周波数を地形図29)上にプロット

したものである．また，図-9には，現在(2011年8月)と

約100年前(1913年4月)の地形図を重ね合せたものを示す．

さらに，図-10には，深部地下構造(工学的基盤以深の地

盤)に着目した産業技術総合研究所による地質分類図30)

を検討対象地域とその周辺について示す．図-8と図-9を

比較すると，南東側の埋立地では比較的低帯域のピー

ク周波数，北東側の埋立地では比較的高帯域のピーク

周波数をそれぞれ示しており，埋立地盤の層厚が南東

側では比較的厚く，北東側では比較的薄いことが示唆

される．この示唆は，K-NET串本における既往のボーリ

ング調査結果(図-11参照)31)にも顕著に表れている．一方

で，図-8と図-10を比較すると，N1の堆積岩類で構成さ

れる地域のピーク周波数は比較的高周波帯域(概ね4～

10Hz付近)に分布しているのに対し，Hの堆積岩類で構

成される(洪積層・沖積層が分布する範囲)地域のピーク

周波数は比較的低周波帯域(概ね2.5～4Hz付近)に分布し

ているのが読み取れる．また，南東側の埋立地とその

周辺(図-9参照)では，さらに低周波帯域(概ね1～2.5Hz付

近)のピーク周波数を有している． 

 図-12は，K-NET串本サイトおよびP-183地点(K-NET串

本最近傍の微動計測地点：図-6参照)で得られた常時微

動H/Vスペクトルに対して，K-NET串本における1次元地

盤モデル(図-11参照)に基づく理論H/Vスペクトル32)を重

ね合せたものである．図-12に示すように，K-NET串本

サイトでの計測H/Vスペクトルと理論H/Vスペクトルの

一致度が低くなっており，K-NET串本でのボーリング実

施地点が強震計設置地点と必ずしも一致していないこ

とが一要因であると考えられる((独)防災科学技術研究

所，串本町役場，近隣住民などとの私信による)．一方

で，P-183地点での計測H/Vスペクトルと理論H/Vスペク

トルは比較的良い一致を示していることから，常時微

動H/Vスペクトルの特性(ピーク周波数やスペクトル形

状など)は，工学的基盤以浅の地盤構造の影響を受けて

いるものといえる． 

 

    

図-7 常時微動H/Vスペクトルの比較16),17)                  図-8 検討対象地域におけるピーク周波数の分布16),17) 

 

    

(a) 新旧地形図の比較                                          (b) 現在の地形図状況 

図-9 検討対象地域における新旧地形図の比較25),39) 
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図-10 検討対象地域における地質分類 30) 
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図-11 K-NET串本付近でのボーリング調査による地盤構造 31) 
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図-12 H/Vスペクトルによる観測値と理論値の比較 18) 

 

 
図-13 サイト増幅特性(地震基盤～地表)の比較 18) 

 

 
3.  サイト増幅特性の評価 

 

(1)  常時微動H/Vスペクトルに基づいた補正 

 2.(4)で述べたとおり，同じ検討対象地域内においても

常時微動H/Vスペクトルの特性に差異が見受けられる．

既往の研究33-35)では対象地域内に複数の強震観測点が存

在していたために地盤震動特性に関するゾーニングが可

能であったが，本稿で対象とする串本町の津波来襲地域

では強震観測点はK-NET串本の1つしか存在しないため，

ゾーニングを施すことができない．そこで，検討対象地

域内における既存強震観測点(K-NET串本)と常時微動計

測地点(計524地点)での常時微動H/Vスペクトルの比較

(図-7参照)に基づき，K-NET串本における既存のサイト

増幅特性(図-13参照)36)に対して，常時微動H/Vスペクト

ルのピーク周波数やピーク振幅などの違いに着目した経

験的補正37)もしくは微修正38)を加えることによって，常

時微動計測地点(計524地点：図-6参照)におけるサイト

増幅特性を評価した．ここに，全525地点における詳細 
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図-14 代表4地点における常時微動計測と臨時地震観測に基づくサイト増幅特性(地震基盤～地表)の比較39) 

 

な位置情報およびサイト増幅特性(地震基盤～地表)の一

覧については，文献16)の付録図を参照されたい． 

 図-13にサイト増幅特性の評価結果を示す．図-13に示

すように，検討対象地域内におけるサイト増幅特性がば

らつく傾向にあり，その傾向は高周波数帯域に至るほど

より顕著に表れている．これは，南海トラフ巨大地震時

に検討対象地域内に作用する地震動の特性が大きく異な

ってくる可能性が高いことを示唆するものである． 

 

(2)  臨時地震観測による適用性確認 

 3.(1)で評価した常時微動 H/Vスペクトルに基づくサイ

ト増幅特性の適用性を確認するため，検討対象地域内の

4地点(P-088，P-163，P-371，P-484 地点：図-6 参照)に

おいて，臨時の地震観測 39)を行った．地震観測システム

は，先行研究 40)と同様であり，地震計は(株)東京測振製

サーボ型加速度計(SV-355T)およびデータロガーは白山

工業(株)製(LS-7000XT)を使用し，観測方向は N-S, E-W, 

U-D の 3 成分，サンプリング周波数は 100Hz，トリガー

加速度レベルは設定せず，常時観測を継続するシステム

とした．観測期間は，2014年 3月 10～30日の 20日間で

ある．その結果，安芸灘を震源とする地震(2014/03/14 

02:07 80km MJ 6.1：以後，2014 年安芸灘地震と呼ぶ)によ

る記録を，K-NET串本と当該 4地点において同時に得る

ことができた． 

 図-14 は，常時微動 H/V スペクトルに基づいて評価し

たサイト増幅特性(図-13 参照)と 2014年安芸灘地震によ

る観測記録に基づいて評価したサイト増幅特性を，当該

4 地点において比較したものである．地震観測に基づく

サイト増幅特性(地震基盤～地表)は，当該 4地点(P-088，

P-163，P-371，P-484 地点)と K-NET 串本で同時に得ら

れた 2014 年安芸灘地震による観測記録を対象に，両地

点の距離の違いによる補正 41),42)を考慮した水平 2成分合

成のフーリエスペクトルの比率(P-088，P-163，P-371，

P-484 地点／K-NET 串本)を計算し，この比率を K-NET

串本における既存のサイト増幅特性(地震基盤～地表)36)

に掛け合わせることによって評価 43)した．なお，距離の

違いによる補正としては，幾何減衰に関する補正と非弾

性減衰 41)に関する補正を行い，非弾性減衰を表す Q 値

は，Petukhin ほか 42)による近畿地方を対象に同定された

Q値を適用した． 

 図-14 に示すとおり，常時微動計測と臨時地震観測に

基づくサイト増幅特性が比較的良い一致を示しており，

常時微動 H/V スペクトルに基づいて経験的に評価した

サイト増幅特性(図-13 参照)は，一定の適用性を有して

いることが示唆される． 
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図-15 気象庁計測震度の分布（駿河湾ケース）21)                   図-18 避難不可能時間の分布（駿河湾ケース） 
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図-16 気象庁計測震度の分布（串本沖ケース）21)                  図-19 避難不可能時間の分布（串本沖ケース） 
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図-17 気象庁計測震度の分布（日向灘ケース）21)                  図-20 避難不可能時間の分布（日向灘ケース） 

 

4.  強震動の評価 

 

(1)  震源モデルと強震波形計算手法 

 南海トラフ巨大地震による地震動の推定には，内閣府

南海トラフの巨大地震モデル検討会1)によるSMGAモデ

ル(基本ケース)を採用した．図-1に静岡県駿河湾～宮崎

県日向灘のサブイベント(12個のSMGAで構成)と津波来

襲地域の位置関係を示す．モデルパラメターの詳細につ

いては，文献1)を参照されたい．なお，Q値については，

Petukhinほかによる推定値42)を採用した．本稿では，図-1 
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図-21 瞬間計測震度の時刻歴に基づく避難不可能時間の算定例（駿河湾ケース） 

 

に示すとおり，この震源モデルにおいて，破壊開始点の

位置を，①駿河湾(以後，駿河湾ケースと呼ぶ)，②串本

沖(以後，串本沖ケースと呼ぶ)，③日向灘(以後，日向

灘ケースと呼ぶ)に配置した計3ケースを設定した． 

 本研究では，経験的サイト増幅・位相特性を考慮した

強震波形計算手法44),45)を適用した．この方法では，まず

式(1)により統計的グリーン関数を生成する． 

         
 

p
fO

fO
fGfPfSfA           (1) 

ここに，A(f)は地表における統計的グリーン関数のフー

リエ変換で複素数，S(f)は小地震の震源スペクトルで実

数，P(f)は伝播経路特性41)で実数，G(f)はサイト増幅特性

(図-7参照)で実数，O(f)は津波来襲地域での中小地震観

測記録のフーリエ変換で複素数，|O(f)|pはその絶対値に

対してバンド幅0.05HzのParzen Windowを適用したもので

ある．震源特性を計算する際，ラディエーション係数41)

としては，全方位への平均値である0.63を用いた．また，

地震動エネルギーの水平2成分への分散を表す係数であ

るPRTITN 41)は，水平2成分ともに0.71とした． 

 式(1)からわかるように，本手法では，統計的グリー

ン関数のフーリエ振幅は震源特性・伝播経路特性・サイ

ト特性の積として求め，統計的グリーン関数のフーリエ

位相としては，現地で得られた地震記録のフーリエ位相

を用いる．式(1)をフーリエ逆変換し，経験的グリーン

関数法と同様の重ね合わせ46)を行うことで，大地震によ

る波形が求まる．なお，Parzen Window(式(1)において添

字pで表示)は，因果性を満足する地震波を生成する目的

で用いられている45)． 

 サイト位相特性(式(1)における中小地震観測記録のフ

ーリエ変換O(f))の取り扱いについては，入射角および

back azimuthが各サブイベントとできるだけ共通となるよ

うに(堆積層が地震動の位相に及ぼす影響をより適切に

考慮できるように)選定した．具体的には，サイト増幅

特性とサイト位相特性の相関性47)を全地点において考慮

するのは非常に困難であるため，図-1に示すように，①

駿河湾ケースではEQ-1(2000/10/31 01:42 39km三重県南部

を震源とする地震 MJ5.7)，②串本沖ケースではEQ-

2(2004/09/05 19:07 38km 三重県南東沖を震源とする地震 

MJ7.1)，③日向灘ケースではEQ-3(2001/03/02 07:30 42km 

和歌山県南方沖を震源とする地震 MJ4.0)によって，K-

NET串本で得られた観測波形を津波来襲地域内の微動計

測点(524地点)において共通採用した．なお，既往研究

の成果48)を参考に海溝型地震による波形の時間軸の伸縮

補正は実施していない．ここで，サイト位相特性の要素

地震(EQ-1，EQ-2，EQ-3)の選定方法としては，対象と

している串本町の津波来襲地域に作用する強震動として

比較的大きな影響を及ぼすサブイベントの近傍で発生し

た中小地震を選定した(駿河湾ケースおよび日向灘ケー

ス)．ただし，串本沖ケースでは，串本町の津波来襲地

域からほぼ直下に位置する南部のサブイベントが強震動

の生成に最も大きな影響を及ぼすものの，当該サブイベ

ント内およびその周辺で発生した中小地震による記録が

K-NET串本で得られていないため，既往の研究成果20)も 
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図-22 瞬間計測震度の時刻歴に基づく避難不可能時間の算定例（串本沖ケース） 

 

考慮して，沖合遠方を震源とするEQ-2を採用した． 

 

(2)  強震動予測結果 

 図-15，図-16，図-17は，①駿河湾ケース，②串本沖ケ

ース，③日向灘ケースにおける串本町の検討対象地域で

の予測地震動の分布である．ここでは，SMGAモデルを

震源モデルとして採用しているため，一定の信頼性があ

ると考えられる気象庁計測震度49)の分布に着目した．な

お，SMGAモデルは，震度の再現に主眼を置いた特性化

震源モデルであり1),50)，全ての地震動指標値の再現に適

した断層モデルであるとは言い難い面もあることを付記

しておく． 

図-15，図-16，図-17に示すとおり，串本沖ケース，駿

河湾ケース，日向灘ケースの順に気象庁計測震度の値が

大きくなる傾向がある．また，評価したサイト増幅特性

の差異(図-7参照)に起因して，検討対象地域において本

震時に予測される強震動の特性に有意な差異が見受けら

れる．ここに，南海トラフの巨大地震モデル検討会によ

る既往の研究成果1)では，検討対象地域全域にわたって

(検討対象地域に該当する第三次地域の格子メッシュで

は)一様に震度7と予測されているものの，本研究成果で

は，検討対象地域の震度分布は一様となっておらず，震

度7が予想される地域は南部に比較的集中する傾向にあ

る．ここで，得られた計測震度の分布(図-15，図-16，

図-17参照)に対する建物被害について考察を加えると，

既往の大規模地震に基づく震度と建物被害率の関係51)に

よれば，駿河湾ケース(図-15参照)および串本沖ケース

(図-16参照)では，北部地域では計測震度が6.1～6.5程度

であることから建物被害率は10～30%となるのに対して，

砂洲地盤で構成される南部地域では計測震度が6.5～7.0

程度であることから建物被害率は30～60%と推察される．

一方で，日向灘ケース(図-17参照)では，対象とした津

波来襲地域のほぼ全域にわたって計測震度が7.0程度の

値を示しており，建物被害率は60%前後になると推察さ

れる．このように串本町の津波来襲地域では，津波来襲

前の強震動の作用により深刻な建物被害が発生すること

が予想され，建物被害が避難行動に与える影響52),53)は無

視し得ないと考えられ，これらの影響について今後検討

を行ってきたいと考えている． 

 図-18，図-19，図-20は，①駿河湾ケース，②串本沖ケ

ース，③日向灘ケースにおける串本町の検討対象地域で

の強震動作用中の避難不可能時間の分布である．避難不

可能時間は，図-21，図-22，図-23に一例を示すように，

予測地震動の加速度波形において瞬間計測震度22)(水平2

成分合成)の時刻歴を計算し，先行研究23)による知見を

参考に，瞬間計測震度が4.0を下回るまでの連続時間と

した．なお，採用したこの基準値(瞬間計測震度4.0)は，

2000年6月～2009年9月に我が国で発生した内陸地殻内地

震およびスラブ内地震のほかプレート境界地震について

も適用性が検討されており23)，一定の信頼性があるもの

と考えられる．しかしながら，本稿で取り扱っている南

海トラフ巨大地震や2011年東北地方太平洋沖地震などの

M9クラスのプレート境界の巨大地震は対象に含まれて

おらず23)，プレート境界で発生する巨大地震に対する基 
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図-23 瞬間計測震度の時刻歴に基づく避難不可能時間の算定例（日向灘ケース） 

 

準値(瞬間計測震度4.0)の適用性については議論の余地

が残されており，今後の検討課題の一つとしたい． 

ここに，4.(1)で紹介した経験的サイト増幅・位相特性

を考慮した強震波形計算手法44),45)に基づいた統計的グリ

ーン関数法による予測地震動には，位相波(EQ-1, EQ-2, 

EQ-3によってK-NET串本で得られた観測波)の時刻遅れ

が入力されているため，本来，震源(破壊開始点)からの

絶対時刻とはならない．なお，避難不可能時間の原点と

して，緊急地震速報等による覚知時間あるいは初期微動

の覚知時間などを採用することも考えられるが，既往の

研究成果8),54)によれば，緊急地震速報や初期微動によっ

て避難を開始するとは考えにくい． 

そこで本検討では，破壊開始点に最も近い陸地におい

て同じサイト位相波を用いて予測した地震動との相対時

間を予測地震動の時刻歴(例えば，図-21，図-22，図-23

の時間軸)として採用した．なお，震度の算定に適した

SMGAモデルを用いていることから，図-21，図-22，図-

23において同図(a),(b)の推定地震動の加速度時刻歴に

基づいて算定した瞬間計測震度の時刻歴(同図(c))とそ

の最大値(気象庁計測震度の値)には一定の信頼性がある

ものと考えられる． 

図-18，図-19，図-20に示すとおり，震源(破壊開始点)

が津波来襲地域の近傍にある串本沖ケースでは，避難不

可能時間が極端に短くなっている．一方で，駿河湾ケー

スおよび日向灘ケースでは，避難不可能時間が比較的長

くなる傾向にあり，日向灘ケースにおいてその傾向が顕

著に表れている．また，津波来襲地域内での高密度常時

微動計測に基づくサイト特性が避難不可能時間に及ぼす

影響に目を向けると，常時微動H/Vスペクトルのピーク

周波数(サイト増幅特性のピーク周波数)が比較的低周波

数帯域(1～4Hz付近)にある砂洲地盤や埋立地盤で構成さ

れる区域(図-8および図-10参照)では，気象庁計測震度

に基づく比較(図-15，図-16，図-17参照)ほど明瞭ではな

いものの，避難不可能時間が比較的長くなる傾向が読み

取れる． 

すなわち，津波来襲地域内でのサイト増幅特性の差異

や南海トラフ巨大地震の発生シナリオ(破壊開始点)の差

異によって，検討対象地域が有する津波避難パフォーマ

ンスには，有意な差異があることが示唆される． 

 

 

5.  まとめ 

 

本稿では，南海トラフ巨大地震時に津波の来襲が予想

される和歌山県串本町の街地・平地において高密度常時

微動計測を行い，当該地域での地盤震動特性を評価した．

そして，評価した地盤震動特性を用いて南海トラフ巨大

地震を対象とした強震動シミュレーションを行うことで，

当該地域に作用する強震動を高密度に予測した．得られ

た知見を以下に示す． 

(1) 和歌山県串本町の津波来襲予想地域では，常時微動

H/V スペクトルに有意なバラツキが確認できること

から，地盤震動特性が一様であるとは言い難い 16),17)． 

(2) 和歌山県串本町の津波来襲予想地域では，地質区分
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と常時微動 H/V スペクトルによるピーク周波数が

良い対応を示し，最も新しい堆積岩類で構成される

地域のピーク周波数は，比較的低周波帯域(概ね 2.5

～4Hz 付近)に分布しており，工学的基盤以浅の地

盤特性が常時微動 H/V スペクトルのピーク周波数

やスペクトル形状に大きな影響を及ぼしている 16),17)． 

(3) 常時微動 H/V スペクトルに基づいて評価したサイ

ト増幅特性(地震基盤～地表)は，和歌山県串本町の

津波来襲予想地域において有意なバラツキが確認で

き，高周波帯域ほどバラツキの度合が大きい 16),17)． 

(4) 常時微動 H/V スペクトルと臨時地震観測記録に基

づいて評価したサイト増幅特性(地震基盤～地表)は，

和歌山県串本町の津波来襲予想地域内の 4地点にお

いて比較的良い一致を示す 18)． 

(5) 串本町の津波来襲予想地域では，同地域内での地盤

震動特性の差異に起因して，本震時に予測される気

象庁計測震度等の強震動の特性が大きく異なる 20),21)． 

(6) 串本町の津波来襲予想地域では，同地域内での地盤

震動特性の差異や南海トラフ巨大地震の発生シナリ

オの差異によって，同地域が有する津波避難パフォ

ーマンス(瞬間計測震度の時刻歴に基づく避難不可

能時間)に有意な差異が存在する． 

今後は，本稿で得られた強震動の作用による避難不可

能時間と，津波到達予想時間 55)やウォーキング実験 56)に

より得られた指定避難場所までの避難時間を組合せるこ

とによって，串本町の検討対象地域内での津波避難困難

地区の抽出に関する相対的もしくは絶対的な評価を行う

ことで，新たな津波避難場所(津波避難タワー等)の設置

検討 57)などに役立てていきたいと考えている． 

 

 本論文の内容のうち，常時微動計測の実施については

地震工学研究発表会 16)および Kansai Geo-Symposium 2014 
17)にて，サイト増幅特性の評価については日本地震工学

シンポジウム 18)にて，強震動の評価については Kansai 

Geo-Symposium 2013 20)および地盤工学シンポジウム 21)に

てそれぞれ発表済みであるが(ともに非査読論文として

発表済みであるが)，本稿はそれらを再構成し，強震動

の作用が津波避難に及ぼす影響に焦点を当てて詳述した

ものである． 
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   During a scenario earthquake with MW9.0 along the Nankai Trough, not only strong motion but also 
huge tsunami is predicted in Kushimoto Town, Wakayama Prefecture, Japan. In this study, first, based on 
the empirical relationship between microtremor H/V spectrum and site amplification factor, the site 
amplification factors from seismic bedrock to ground surface at the 525 sites in the tsunami attack area 
were evaluated. Seismic waveforms in the area were then predicted with very high density based on the 
SMGA models considering the empirical site amplification factors. Using the detailed distribution of 
several indices due to the predicted seismic waveforms, finally, we discussed the influence which the 
action of the strong motion has on tsunami evacuation. 
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